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はじめに 

経営戦略の策定にあたって 

下水道事業は、住民に不可欠なサービスを安定的に供給する役割を有しており、多額の

設備投資を必要とすることから中・長期的観点に基づいた計画的な経営を推進することが

不可欠です。 

今後、人口減少が予想される中、老朽化した施設の長寿命化、地震などの災害への事前

対策、適正な維持管理を行っていくためには下水道事業に係わる経費及び財源の見通しの

把握が重要となります。 

よって、下水道事業を担う公営企業は住民の日常生活に欠くことのできない重要なサー

ビスを提供する役割を果たしており、将来にわたってサービスの提供を安定的に継続する

ことが必要であることから、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定するこ

とが求められています（平成 26 年（2014 年）8月 29 日付総財公第 107 号の通知）。 

このような背景を踏まえて、健全で安定した下水道事業経営と経営基盤の強化を図るこ

とを目的に、収支のバランスの取れた投資・財政計画を中心とする「辰野町下水道事業経

営戦略」を策定します。 

なお、経営戦略における投資・財政計画の策定期間は、これは、総務省から 10 年以上の

計画を策定することが求められているため、令和 5 年度から令和 14 年度までの 10 年間と

し、経営戦略策定後は、毎年度の進捗管理を行い概ね 5 年ごとに見直しを行う予定としま

す。 
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１．事業の概要 

辰野町下水道事業の現況 

 辰野町の下水道事業は、令和 3年度末現在、公共下水道事業（辰野処理区）、特定環境保

全公共下水道事業（羽北処理区、小野処理区）、農業集落排水事業（辰野北部処理区、沢底

処理区、上横川処理区、下横川処理区、辰野北部西処理区）の 3 つの事業で進められてき

ました。このうち、農業集落排水事業（辰野北部処理区、沢底処理区）は、令和 4 年度に

処理施設を廃止し、公共下水道事業へ統合しています。 

 よって、辰野町で現在稼働している処理施設は、公共下水道事業の辰野水処理センター、

特定環境保全公共下水道事業の小野水処理センター、農業集落排水事業の上横川処理場、

下横川処理場、辰野北部西処理場の 5つの施設となります。 

 なお、特定環境保全公共下水道事業（羽北処理区）は、公共下水道事業（辰野処理区）

へ管きょで接続された処理区のため、処理施設は有していません。 

 各事業の概要を表 1.1、表 1.2，表 1.3 に、生活排水エリアマップを図 1.1 に示します。 

 

表 1.1 公共下水道事業の概要（令和 3年度末現在） 

建設事業開始年月 昭和 63 年 3 月  

供用開始年月 平成 4 年 3 月  

法適・非適区分 法適(一部適用) 

排 除 方 式 分流式 

面 
 

積 

行 政 区 域 16,920 ha 

汚 

水 
全体計画区域 573 ha 

事業計画区域 Ａ 573 ha 

整備済区域 Ｂ 573 ha 

整備率 Ｂ/Ａ 100.0 ％ 

人 口 

行政人口 Ⅽ 18,762 人 

処理区域内人口 Ⅾ 12,827 人 

水洗化人口 Ｅ 12,152 人 

普  及  率 Ⅾ/Ｃ 68.4 ％ 

水 洗 化 率 Ｅ/Ⅾ 94.7 ％ 
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表 1.2 特定環境保全公共下水道事業の概要（令和 3年度末現在） 

処  理  区 羽北処理区 小野処理区 

建設事業開始年月 平成 9 年 7 月  平成 4 年 12 月  

供用開始年月 平成 11 年 4 月  平成 9 年 2 月  

法適・非適区分 法適(一部適用) 法適(一部適用) 

排 除 方 式 分流式 分流式 

面 
 

積 

行 政 区 域 16,920 ha 16,920 ha 

汚 

水 

全体計画区域 573 ha 58.7 ha 

事業計画区域 Ａ 573 ha 58.7 ha 

整備済区域 Ｂ 573 ha 558.7 ha 

整備率 Ｂ/Ａ 100.0 ％ 100.0 ％ 

人 口 

行政人口 Ⅽ 18,762 人 18,762 人 

処理区域内人口 Ⅾ 2,279 人 1,507 人 

水洗化人口 Ｅ 2,165 人 1,429 人 

普  及  率 Ⅾ/Ｃ 12.1 ％ 8.0 ％ 

水 洗 化 率 Ｅ/Ⅾ 95.0 ％ 94.8 ％ 

      注）小野処理区は、塩尻市と広域で処理を行っている処理区です。 

 

表 1.3 農業集落排水事業の概要（令和 3年度末現在） 

処  理  区 
辰野北部 

処理区 

沢底 

処理区 

上横川 

処理区 

下横川 

処理区 

辰野北部西 

処理区 

建設事業開始年月 
平成 6 

年度 

平成 7 

年度 

平成 11 

年度 

平成 3 

年度 

平成 6 

年度 

供用開始年月 
平成 9 年 

8 月  

平成 9 年 

4 月  

平成 14 年 

1 月  

平成 6 年 

6 月  

平成 10 年 

9 月  

法適・非適区分 
法適 

(一部適用) 

法適 

(一部適用) 

法適 

(一部適用) 

法適 

(一部適用) 

法適 

(一部適用) 

排 除 方 式 分流式 分流式 分流式 分流式 分流式 

面 
 

積 
行 政 区 域 16,920 ha 16,920 ha 16,920 ha 16,920 ha 16,920 ha 

汚 

水 

計画区域Ａ 23 ha 13 ha 17 ha 27 ha 5 ha 

整備済区域 Ｂ 23 ha 13 ha 17 ha 27 ha 5 ha 

整備率 Ｂ/  100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

人 口 

行政人口 Ⅽ 18,762 人 18,762 人 18,762 人 18,762 人 18,762 人 

処理区域内人口 

Ⅾ 
477 人 275 人 183 人 448 人 105 人 

水洗化人口 Ｅ 468 人 267 人 158 人 444 人 93 人 

普  及  率 Ⅾ/Ｃ 2.5 ％ 1.5 ％ 1.0 ％ 2.4 ％ 0.6 ％ 

水 洗 化 率 Ｅ/Ⅾ 98.1 ％ 97.1 ％ 86.3 ％ 99.1 ％ 88.6 ％ 
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図 1.1 生活排水エリアマップ 
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２．経営の状況 

経営指標による分析 

(1)公共下水道事業 

以下のレーダーチャートは、令和 2年度（2020 年）の辰野町の状況を類似団体（区分 Cd1）

の経営指標と比較したもので、類似団体（規模が同程度の団体）の指標を 100 とした場合

の辰野町の経営状況を図 2.1 に示します。 

なお、類似団体の区分 Cd1 とは、処理区域内人口が 3 万人未満、処理区域内人口密度が

25 人/ha 未満、供用開始後の年数が 30 年以上の団体で、辰野町を除いた対象団体は 75 団

体（法適 23 団体、法非適 52 団体）となっています。 

全ての指標で類似団体の平均を上回っており、健全な経営状況と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 類似団体の平均と比較した辰野町の経営指標（令和 2年度） 
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①経常収支比率

②施設利用率

③経費回収率

④汚水処理原価

⑤汚水処理原価(維持管

理費)
⑥汚水処理原価(資本費)

⑦使用料単価

⑧水洗化率

⑨有収率

辰野町 類似団体の平均

①経常収支比率 

 料金収入や一般会計からの繰入金

等の収益で、維持管理費や支払利息等

の費用をどの程度賄えているかを表

す指標。 

②施設利用率 

 1 日平均配水能力に対する 1 日平均

配水量の割合。 

③経費回収率 

 使用料で回収すべき経費をどの程

度使用料で賄えているかを表す。 

④汚水処理原価 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費及び維持管理費）。 

⑤汚水処理原価(維持管理費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（維持管理費）。 

⑥汚水処理原価(資本費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費）。 

⑦使用料単価 

 有収水量 1m3あたりの使用料収入。 

⑧水洗化率 

 処理区域内人口のうち、実際に汚水

処理している人口の割合。 

⑨有収率 

 処理水量に対する有収水量の割合。 

グラフの見方 
100 を超えると類似
団体より優れ、100を
下回ると劣っている
ことを意味する。 

指標番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

単 位 (%) (%) (%) (円/m
3
) (円/m

3
) (円/m

3
) (円/m

3
) (%) (%)

辰野町 109.8 73.2 135.1 142.1 91.3 50.7 192.0 94.5 88.2

類似団体の平均 101.5 61.2 90.3 193.4 123.4 70.0 174.7 87.3 83.0
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 (2)特定環境保全公共下水道事業 

以下のレーダーチャートは、令和 2年度（2020 年）の辰野町の状況を類似団体（区分 D2）

の経営指標と比較したもので、類似団体（規模が同程度の団体）の指標を 100 とした場合

の辰野町の経営状況を図 2.2 に示します。 

なお、類似団体の区分 D2 とは、供用開始後の年数が 15 年以上の団体です。 

全ての指標で類似団体の平均を上回っており、健全な経営状況と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 類似団体の平均と比較した辰野町の経営指標（令和 2年度） 
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辰野町 類似団体の平均

1,110

指標番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

単 位 (%) (%) (%) (円/m
3
) (円/m

3
) (円/m

3
) (円/m

3
) (%) (%)

辰野町 113.4 78.2 133.1 142.7 137.2 5.4 189.9 94.7 87.7

類似団体の平均 95.0 43.0 66.2 259.6 199.3 60.3 172.0 87.7 77.4

①経常収支比率 

 料金収入や一般会計からの繰入金

等の収益で、維持管理費や支払利息等

の費用をどの程度賄えているかを表

す指標。 

②施設利用率 

 1 日平均配水能力に対する 1 日平均

配水量の割合。 

③経費回収率 

 使用料で回収すべき経費をどの程

度使用料で賄えているかを表す。 

④汚水処理原価 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費及び維持管理費）。 

⑤汚水処理原価(維持管理費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（維持管理費）。 

⑥汚水処理原価(資本費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費）。 

⑦使用料単価 

 有収水量 1m3あたりの使用料収入。 

⑧水洗化率 

 処理区域内人口のうち、実際に汚水

処理している人口の割合。 

⑨有収率 

 処理水量に対する有収水量の割合。 

グラフの見方 
100 を超えると類似
団体より優れ、100を
下回ると劣っている
ことを意味する。 
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(3)農業集落排水事業 

以下のレーダーチャートは、令和 2年度（2020 年）の辰野町の状況を類似団体（区分 F2）

の経営指標と比較したもので、類似団体（規模が同程度の団体）の指標を 100 とした場合

の辰野町の経営状況を図 2.3 に示します。 

なお、類似団体の区分 F2 とは、供用開始後の年数が 15 年以上の団体です。 

使用量単価以外の指標で類似団体の平均を上回っており、健全な経営状況と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 類似団体の平均と比較した辰野町の経営指標（令和 2年度） 
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理費)
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辰野町 類似団体の平均 ①経常収支比率 

 料金収入や一般会計からの繰入金

等の収益で、維持管理費や支払利息等

の費用をどの程度賄えているかを表

す指標。 

②施設利用率 

 1 日平均配水能力に対する 1 日平均

配水量の割合。 

③経費回収率 

 使用料で回収すべき経費をどの程

度使用料で賄えているかを表す。 

④汚水処理原価 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費及び維持管理費）。 

⑤汚水処理原価(維持管理費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（維持管理費）。 

⑥汚水処理原価(資本費) 

 有収水量 1m3 あたりの汚水処理費

（資本費）。 

⑦使用料単価 

 有収水量 1m3あたりの使用料収入。 

⑧水洗化率 

 処理区域内人口のうち、実際に汚水

処理している人口の割合。 

⑨有収率 

 処理水量に対する有収水量の割合。 

グラフの見方 
100 を超えると類似
団体より優れ、100を
下回ると劣っている
ことを意味する。 

指標番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

単 位 (%) (%) (%) (円/m3) (円/m3) (円/m3) (円/m3) (%) (%)

辰野町 112.2 60.8 95.3 150.0 139.2 10.8 142.9 95.9 100.0

類似団体の平均 96.1 53.9 64.4 241.1 214.1 27.0 155.2 87.7 88.9



8 

３．将来の事業環境 

事業環境 

 料金収入、営業費用を将来予測するに当たっては、有収水量、流入水量を予測する必要

があります。有収水量、流入水量は水洗化人口に左右されると考えられることから、その

基になる行政人口、処理区域内人口を予測する必要があります。 

 行政人口の将来値は、辰野町の関連計画で採用している辰野町人口ビジョンの予測値を

基にした人口の減少率を採用します。 

 採用した行政人口の推移を図 3.1 に示します。 

 

 

図 3.1 将来行政人口の推移 

事業環境を踏まえた課題 

 辰野町においても、今後は、人口が減少する見込みであることから、下水道の有収水量

も減少することが想定されます。 

 下水道の有収水量の減少は、下水道事業を運営する上で最も重要な収入源となる下水道

使用料の減収に繋がります。 

 辰野町の下水道施設整備は完了していますが、今後は施設の老朽化に伴い、施設の改築、

更新や地震などの災害時の対応に投資することが予想されていることから、支出の平準化

と併せて、下水道事業の独立採算を目標として、適正な下水道使用料体系を検討する必要

があります。 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

令和6

年度

令和7

年度

令和8

年度

令和9

年度

令和10

年度

令和11

年度

令和12

年度

令和13

年度

令和14

年度

18,762 18,553 18,344 18,135 17,926 17,712 17,498 17,284 17,070 16,856 16,653 16,450

人口(人)



9 

４．経営の基本方針 

 

持続可能で健全な経営に取り組むための基本方針を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 1 事業の選択と集中 

緊急性、必要性の高い施策の絞り込みを行い、老朽化対策、地震対策等を計画的

に推進します。また、コスト改善の取り組みを継続し、事業費の縮減及び平準化を

行い、事業の効率化を図ります。 

 

方針 2 財源の確保 

下水道使用料の収入確保に努め、公営企業経営の基本原則である独立採算制による

経営を目指します。なお、下水道使用料の改定の必要性の検討を定期的に実施し、必

要がある場合は、下水道使用料の改定を行います。 
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５．投資・財政計画 

投資試算の考え方 

(1)建設改良費 

 総合地震対策計画、ストックマネジメント計画で予定されている毎年の計画値を計上し

ました。なお、各計画の計画期間外（令和 11 年度以降）は、計画期間内の年平均投資額を

毎年度計上します。 

 各事業の年平均投資額は、 

 公共下水道事業：174 百万円 

 特定環境保全公共下水道事業：32 百万円 

 農業集落排水事業：0百万円 

となります。 

 

(2)職員給与費 

 職員給与費は、組織編成の予定がないため、現状（令和 3 年度）の実績値を固定しまし

た。 

 

(3)企業債償還金 

 企業債償還金は、令和 3 年度以前の事業に対する償還計画に、令和 4 年度以降の事業の

償還計画の費用を加算して、費用を計上しました。なお、今後の事業に費やす企業債に対

して、令和 3年度以前の事業に費やした企業債が高額であるため、企業債償還金は、今後、

減少する見込みです。 

 

投資財源の考え方 

(1)国庫補助金 

 国庫補助金は、建設改良費の内、高率補助は事業費の 55％、低率補助は事業費の 50％を

計上しました。 

 

(2)企業債 

 企業債は、事業費から国庫補助金を除いた費用を計上しました。 

 

(3)他会計補助金 

 他会計補助金は、令和 5 年度までは現見込み値を、令和 6 年度以降は、令和 5 年度見込

み値を据え置きしました。 
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投資以外の経費試算の考え方 

(1)経費、職員給与費 

 経費については、今後の物価上昇を考慮し、物価上昇 2％/年を考慮した費用を計上しま

した。 

 職員給与費は、組織編成の予定がないため、現状（令和 3 年度）の実績値を固定しまし

た。 

 

(2)減価償却費 

 減価償却費は、令和 3 年度以前の事業に対する償却計画に、令和 4 年度以降の事業の償

却計画の費用を加算して、費用を計上しました 

 

(3)支払利息 

 支払利息は、令和 3 年度以前の事業に対する償還計画に、令和 4 年度以降の事業の償還

計画の費用を加算して、費用を計上しました。なお、今後の事業に費やす企業債に対して、

令和 3 年度以前の事業に費やした企業債が高額であるため、支払利息は、今後、減少する

見込みです。 

 

投資以外の経費の財源試算の考え方 

(1)下水道使用料 

 下水道使用料は、使用料体系は据え置きとし、人口減少を考慮した将来の有収水量の予

測値に使用料単価を乗じて推定しました。 

 

(2)長期前受金戻入益 

【公共】の長期前受金戻入（千円）の算出は、減価償却額（千円）の中から他項目と 0.18

倍の起債額（千円）のみを集計することとする。（辰野＋旧農集＋羽北） 

【特環】の長期前受金戻入（千円）の算出は、減価償却額（千円）の中から他項目と 0.18

倍の起債額（千円）のみを集計することとする。（小野） 

【農集】の長期前受金戻入（千円）の算出は、減価償却額（千円）の中から他項目と 0.18

倍の起債額（千円）のみを集計することとする。 

令和 8年度に起債額（千円）【町債】が収益化限度額を達してしまうため、令和 8 年度以

降は計上しないこととする。 

 

(3)他会計補助金 

 他会計補助金は、令和 5 年度までは現見込み値を、令和 6 年度以降は、令和 5 年度見込

み値を据え置きしました。 
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投資・財政計画（収支計画）収益的収支 

(1)公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の集計 
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(2)公共下水道事業(羽北処理区を含みます) 

 



14 

 

(3)特定環境保全公共下水道事業(羽北処理区を除きます) 
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(4)農業集落排水事業 
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投資・財政計画（収支計画）資本的収支 

(1)公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の集計 
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(2)公共下水道事業(羽北処理区を含みます) 
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(3)特定環境保全公共下水道事業(羽北処理区を除きます) 
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(4)農業集落排水事業 
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６．経営戦略の事後検証と改訂予定について 

 

計画達成状況の評価方法は、令和 5年度から令和 14 年度の計画に対して、当該年度の決

算をまとめ、実績と計画の比較を行った上で、決算状況を公表します。 

中間評価の時期については、令和 9年度としますが、計画と実績の乖離が著しい場合は、

経営のあり方、事業手法の見直しについて改めて検討を行い、必要がある場合は計画の見

直しを図ります。 

見直しにあたっては、経営戦略の達成状況を評価し、「投資・財政計画」やこれを構成す

る投資試算、財源試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を反映させるため、

計画策定（ Plan ）－実施（ Do ）－進捗・評価（ Check ）－見直し・改善（ Action ）

のサイクルで行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、中間年度である令和 9 年度、最終年度である令和 14 年度の事後評価指標の目標

（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の集計値）を以下の

とおり設定します。 

 

（1）経営の健全性 

評価指標 
令和 9年度 
【目標】 

令和 14 年度 
【目標】 

経常収支比率 100％以上 100％以上 

 

（2）経営の効率性 

評価指標 
令和 9年度 
【目標】 

令和 14 年度 
【目標】 

経費回収率 100％以上 100％以上 

 

 

 

 

計画策定 

（ Plan ） 

実 施 

（ Do ） 

進捗・評価

（ Check ） 

見直し・改善 

（ Action ） 
辰野町下水道事業 

経営戦略 
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７．経費回収率の向上に向けたロードマップ 

国土交通省「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進」に基づき、経費

回収率の向上に向けたロードマップを表 7.1 に示します。 

投資財源計画の検討結果から、今後 10 年間は経費回収率 100％以上を維持できる見込み

です。よって、使用料改定の必要性については、令和 9 年度の経営戦略見直し以降に再度

検証を行う事とします。 

表 7.1 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

年度 

項目 
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

経営戦略計画期間            

経営戦略見直し ●     ●     ● 

使用料の検討            

    注）表中 Rは「令和」の略称です。 

 

 ロードマップに基づき、経費回収率の向上に向けた業績目標（公共下水道事業、特定環

境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の集計値）を表 7.2 と図 7.1 に示します。 

 経営戦略の計画期間内では、現在の下水道使用料の単価設定で、収入と支出のバランス

がとれていることから、下水道使用料の体系は現在の設定で経費回収率は 100％以上とな

る見込みです。 

表 7.2 現在の下水道使用料の体系で予測した経費回収率の見込み 

経費回収率 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

103% 103% 103% 105% 105% 105% 104% 104% 103% 102% 

 

使用料収入 

(百万円) 
381 377 374 371 367 364 361 357 354 351 

汚水処理費 

(百万円) 
370 366 363 352 349 348 346 345 344 344 
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図 7.1 使用料収入・汚水処理費・経費回収率見込み図 


